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保証金から差b引く修理代

Q:当社は、テナントビルの賃貸業を営ん

でいます。テナントビルの貸し付けに際して

入居者から保証金を預かっています。そして

入居者が退居する際には、当社が原状回復工

事を行ない、その修理代を預かり保証金から

差し引いた残金を返還しています。この場合

預かっている保証金と差し引く修理代は、消

費税の課税対象となるのでしょうか。

-4へ－：権利金や更新料のように後日返還しな

いものは、資産の貸し付けの対価に相当し、

消費税の課税対象になります。

これに対して敷金や保証金のように、預か

っているだけで契約の終了時において返還す

るものは、資産の貸し付けの対価になりませ

んので、消費税の課税対象になりません。

また、敷金や保証金のうちに契約の終了時

において一部返還されない金額がある場合に

は、返還しないことが明らかになった時にお

いて消費税の課税対象になります。

賃借人に代わって賃貸人が行なう原状回復

工事については、賃貸人が賃借人に対して行

なった役務の提供に該当します。そのため、

その修理代の金額は、消費税の課税対象とな

らない預かり保証金から差し引かれるもので

あっても、役務の提供の対価として消費税の

課税対象となります。
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